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孔壁内面に目粗し処理を施したあと施工アンカーによるRC構造物の 

せん断補強工法（スパイラルアンカー）の適用範囲拡大に関する研究 

 
 

 

 

 

 

 

山 本 和 範＊１ 

米 田 大 樹＊１ 

中 島 良 光＊２ 

末 永 怜 士＊１ 

小 原 孝 之＊２ 

 

要   旨 

 
 既開発の「孔壁内面に目粗し処理を施したあと施工せん断補強工法『スパイラルアンカー』」のさらな

る性能向上および適用範囲拡大を目的として，太径鉄筋または高強度鉄筋を用いたせん断補強性能につい

て確認した．また，施工性向上を目的として削孔径の見直しや補強鉄筋の端部形状を変更した場合のせん

断補強性能について確認した．それらの結果を踏まえて設計法の見直しを行い，せん断耐力向上効果の合

理的な評価方法について検討した． 

 スパイラルアンカーによってあと施工せん断補強した梁部材試験体を用いて載荷実験を行った結果，既

開発のスパイラルアンカーに対して削孔径の見直しや補強鉄筋の端部形状を変更した場合，および太径鉄

筋や高強度鉄筋を用いた場合のいずれにおいてもせん断耐力が向上することが確認された．それらのせん

断耐力はせん断補強鉄筋の径，端部形状の違いに応じた定着長に基づき，さらに先端の埋め込み位置を考

慮した有効率を用いることにより評価できることを確認した． 

 
 キーワード あと施工アンカー／目粗し／せん断補強／有効率／定着長 
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A STUDY ON THE APPLICABILITY EXPANSION OF POST SHEAR REINFORCING 

METHOD “SPIRAL ANCHOR” FOR EXISTING CONCRETE STRUCTURE BY 
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Synopsis: 
   For the purpose of improving performance and expanding applicability the post shear reinforcing method 
“Spiral anchor”, we studied on shear reinforcing performance of it that using thick or high strength reinforcing 
bar. And for the improving workability, we studied on shear reinforcing performance of Spiral anchor that 
improved the diameter of drilling holes or anchored shape. Furthermore, we examined about the reasonable 
design method of shear reinforcement by these improving. 
   In the results of loading experiment by using some beam members that post reinforced of shearing, we 
confirmed the effective of shear reinforcement by applying thick reinforcing bar, high strength reinforcing bar,  
improved diameter of drilling hole, or improved anchored shape of Spiral anchor.    



 

 

1. はじめに 

1.1 研究の背景 

 阪神・淡路大震災や新潟県中越地震等による RC 構造

物の被災等を踏まえ耐震基準の見直しが行われてきた．

供用中の RC 構造物では，現行の耐震設計法においてレ

ベル 2 地震動に相当する地震力を受けた場合に，部材の

せん断耐力やじん性が不足するものが多数存在すること

が指摘されている．それらの構造物に対する耐震補強は

喫緊の課題であり，その補強方法として様々な工法が用

いられている．一方，背面を地盤に接する地下・半地下

構造物や，構造物自体が供用状態にある制約条件によっ

て，補強工事を構造物の片側からしか施工できない場合

などが想定される．このような施工条件に対し，従来工

法である RC 増し厚工法や鋼板巻き立て工法等による補

強施工が考えられる．しかし，これらの方法ではせん断

耐力を大きくするが，同時に曲げ耐力も増加してしまう

ため，破壊モードをせん断破壊から曲げ破壊先行型に移

行させて構造物の耐震性を向上させるのに適した工法と

は言えない．このような補強が難しいとされていた供用

中の既設構造物に対して，部材の片側からのみの補強施

工が可能で，かつせん断耐力／曲げ耐力比を向上して所

要の地震時安定性を確保することができる補強工法が求

められていた． 

 そこで，構造物の片側から施工が可能で，せん断耐力

のみを向上することが可能な耐震補強工法として「孔壁

内面に目粗し処理を施したあと施工せん断補強鉄筋『ス

パイラルアンカー』」を開発し 1），2014 年 3 月に建設技

術審査証明を取得した（建技審証 第 1402 号）2）．本技

術審査証明において，スパイラルアンカーの性能は実験

結果に基づいて評価され，その性能を発揮するための前

提条件や適用範囲が定められている．実際の構造物を効

率的に耐震補強するためには様々な設計や施工法が求め

られ，現状の技術審査証明の適用範囲では不足すること

が考えられる．また，実現場における施工面においては

既設構造物中の鉄筋との接触問題がある．コアボーリン

グ時にビットが既設鉄筋と接触した場合には近接部に再

削孔を行う手間が生じるため，既設鉄筋のと接触リスク

を低減できる工法が求められていた． 

 

1.2 目的 

 本研究ではスパイラルアンカーのさらなる適用性およ

び施工性向上を図ることを目的として，①アンカー筋形

状の改良，②鉄筋径の適用範囲拡大，③高強度鉄筋への

適用の 3 点に関する検討を行った．「①アンカー筋形状

の改良」においては，図-1 に示すように，標準仕様の鉄

筋端部に定着体を取り付けたタイプ（以下，T タイプ）

に加え，端部の定着体なしのタイプ（以下，S タイプ）の

適用検討を行った．「②鉄筋径の適用範囲拡大」として，

現状，鉄筋呼び径 D16～D25 の鉄筋が適用可能であるが，

この適用範囲拡大を試みた．「③高強度鉄筋への適用」

として，現状，SD295A/B および SD345 の鋼種が適用可

能であるが，SD390 への適用検討を試みた． 

 

1.3 T タイプの形状変更 

 既往のスパイラルアンカー（以下，「旧 T タイプ」と

呼ぶ）に用いる鉄筋端部の定着体の形状は本 T タイプの

形状と異なる．図-2 に示すように定着体の最外径を本 T

タイプでは旧 T タイプよりも小さくした．それに合わせ

て削孔径を縮小化した． 

 

 
図-1 スパイラルアンカーの鉄筋形状 
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図-2 T タイプの形状変更 

Tタイプ（旧）

a b c d e

D16 27.0 28.4 20.8 21.0 13.0

D19 32.0 33.8 24.7 25.0 15.6

D22 36.0 39.1 28.6 26.0 17.0

D25 41.0 43.9 32.5 28.0 18.4

鉄筋
呼び名

定着具の寸法

Tタイプ（新）

a b c d e

D13 19.0 20.4 16.9 17.0 11.2

D16 22.0 24.0 20.8 21.0 11.5

D19 27.0 29.0 24.7 25.0 13.7

D22 30.0 33.0 28.6 26.0 14.1

D25 36.0 38.5 32.5 28.0 19.2

D29 41.0 44.0 37.7 33.0 22.6

D32 46.0 50.0 41.6 37.0 26.9

D35 50.0 53.5 45.5 38.0 25.6

鉄筋
呼び名

定着具の寸法



 

 

表-1 試験体の諸元 

 

CASE1 CASE2 CASE3 CASE4 CASE5 CASE6 CASE7

NC S16 S29 S29H TS16 TS29 TS29H

－

断面寸法 b×h (mm)

有効高さ d (mm)

せん断スパン長 a (mm)

せん断スパン比 a/d

本数・径

種類

引張鉄筋比 pt(%)

コンクリート圧縮強度 f'c (N/mm2) 30.0 28.8 30.7 28.2 31.2 28.1 30.4

径・ピッチ(mm) － 2-D16@200 2-D29@400 2-D29@400 2-D16@200 2-D29@400 2-D29@400

種類 SD345 SD345 SD390 SD345 SD345 SD390

せん断補強鉄筋比 pw(%) － 0.22 0.36 0.36 0.22 0.36 0.36

充填材圧縮強度 f'cg (N/mm2) － 69.6 60.9 61.1 65.0 65.4 68.4

CASE NO.

試験体記号

900×1000

930

2800

アンカー筋の形状 TSタイプ

せん断補強鉄筋
（スパイラルアンカー）

主鉄筋

Sタイプ

3.01

7-φ36

総ネジPC鋼棒　（降伏応力 1080N/mm
2
以上）

0.85

2. 実験内容 

2.1 実験方法 

 スパイラルアンカーにより補強を施した梁試験体を用 

いて，正負交番繰返し静的加力試験（せん断破壊モード

試験体）を実施することによってそのせん断耐力を把握

し，スパイラルアンカーによる補強効果に関する検討を

行った． 

 載荷装置を図-3 に示す．載荷は，テストベッド上に

柱・梁を用いて載荷フレームを組み立て，押し引き可能

な 2000kN 油圧ジャッキ 2 台を用いて載荷点 2 箇所（載荷

スパン 1,200mm）とする交番載荷を行った．計測項目は 

荷重，変位（試験体中央，載荷点，せん断スパン中央，

支点），鉄筋のひずみ（主鉄筋，せん断補強鉄筋）とし

た．載荷は，規格強度に基づいた各試験体のせん断耐力

の計算値に達するまでは段階的に加力を行い，以降は，

規格降伏強度時点の試験体中央変位を基準とする同一振

幅における繰返し回数 1 回の振幅漸増型の変位制御によ

る交番加力を行った． 

 

2.2 実験水準 

 試験ケースおよび試験体の諸元を表-1 に，試験体の形

状寸法を図-4 に示す．試験体は断面 900×1,000mm（有効

高 930mm），全長 8,400mm の梁試験体で，主鉄筋にはφ

36mm の総ネジ PC 鋼棒を 14 本，引張鉄筋比が 0.85%と

なるように配置した．試験区間であるせん断スパン長を

2,800mm（せん断スパン比 3.01）とし，このせん断スパ

ン内にスパイラルアンカーによって配置するせん断補強

鉄筋の鉄筋径，鉄筋鋼種，鉄筋端部の定着形状をパラメ

ータとして試験を行った．CASE1 試験体はせん断スパン

内にせん断補強鉄筋を配置しない試験体であり，CASE2

～CASE4 はあと施工により端部定着形状 S タイプのせん

断補強鉄筋をせん断スパン内に配置した試験体，CASE5

～CASE7 はあと施工により端部定着形状 T タイプのせん

断補強鉄筋をせん断スパン内に配置した試験体である．

端部定着形状 S タイプのせん断補強鉄筋のうち，CASE2

試験体は鉄筋呼び径 D16，鋼種 SD345，CASE3 試験体は

鉄筋呼び径 D29，鋼種 SD345，CASE4 試験体は鉄筋呼び

径 D29，鋼種 SD390 のせん断補強鉄筋を配置した．同様

に，端部定着形状 T タイプのせん断補強鉄筋を用いる

CASE5～CASE7 においてもせん断補強鉄筋の径，鋼種を

変え，CASE5 試験体は鉄筋呼び径 D16，鋼種 SD345，

CASE6 試験体は鉄筋呼び径 D29，鋼種 SD345，CASE7 試

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 載荷装置（左図：正面図，右図：側面図） 
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験体は鉄筋呼び径 D29，鋼種 SD390 のせん断補強鉄筋を

配置した．せん断補強鉄筋比は，CASE2 および CASE5

試験体（せん断補強鉄筋として D16 を用いる試験体）で

は 0.22%，CASE3，CASE4，CASE6，CASE7 試験体（せ

ん断補強鉄筋として D29 を用いる試験体）では 0.36%と

した．なお，せん断補強鉄筋の埋め込み深さは主鉄筋の

手前までとした． 

 

3. 実験結果 

3.1 せん断力－変位関係 

 図-5 に各試験体のせん断力と試験体中央変位の関係を

示す．せん断補強鉄筋のない CASE1 試験体では負側 1δ

に向かう途中および正側 2δに向かう途中でそれぞれのせ

ん断スパンにおいて斜めひび割れが発生すると同時に荷

重が急激に低下した．CASE2 試験体では，正側 1δに向

かう途中，曲げひび割れが徐々に斜めに進展してせん断

補強鉄筋の一部が降伏するとともに，せん断力 961kN 経

験後に荷重が低下した．その後，負側 1δを終了して次の

正側 2δに向かう途中で斜めひび割れが圧縮側へ貫通し，

荷重が急激に低下した．CASE3 試験体では，1δ終了時点

において曲げひび割れが斜めに進展し，一部のせん断補

強鉄筋が降伏したもののひび割れ幅は比較的小さかった．

その後，正側 2δに向かう途中でせん断力 1408kN をピー

クに斜めひび割れが圧縮側へ貫通し，耐力が急激に低下

した．CASE4 試験体では，正側 1δに向かう途中，曲げ

ひび割れが徐々に斜めに進展し，せん断力 1021kN で荷重

が低下した．次の負側 1δおよび正側 2δでは荷重の低下

は確認されなかったが，その後，負側 2δに向かう途中で 

徐々にひび割れ幅が拡大するとともにせん断補強鉄筋の

一部が降伏し，せん断力 1243kN をピークに斜めひび割れ

が圧縮側へ貫通し，荷重が急激に低下した．CASE5 試験

体では，曲げひび割れが斜めに進展し，一部のせん断補

強鉄筋が降伏しても，3δ終了まではひび割れ幅が比較的

小さく抑えられ，荷重の低下は確認されなかった．正側 3

 
（CASE2/S16，CASE5/T16） 

 

 
（CASE3/S29，CASE4/S29H，CASE6/T29，CASE7/T29H） 

図-4 試験体の形状寸法 
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（CASE1/NC）             （CASE2/S16）            （CASE3/S29） 

 
（CASE4/S29H）            （CASE5/T16）           （CASE6/T29） 

 
（CASE7/T29H）          図-5 せん断力－変位関係 

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

-150 -100 -50 0 50 100 150

せ
ん
断
力
(k
N
)

中央変位(mm)

せん断耐力の計算値

せん断耐力(502kN)

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

-150 -100 -50 0 50 100 150

せ
ん
断
力
(k
N
)

中央変位(mm)

せん断耐力の計算値
せん断耐力(961kN)

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

-150 -100 -50 0 50 100 150

せ
ん
断
力
(k
N
)

中央変位(mm)

せん断耐力の計算値

せん断耐力(1408kN)

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

-150 -100 -50 0 50 100 150

せ
ん
断
力
(k
N
)

中央変位(mm)

せん断耐力(1243kN)

せん断耐力の計算値

-2000

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

2000

-150 -100 -50 0 50 100 150

せ
ん
断
力
(k
N
)

中央変位(mm)

せん断耐力の計算値

せん断耐力(1590kN)

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

-150 -100 -50 0 50 100 150

せ
ん
断
力
(k
N
)

中央変位(mm)

せん断耐力の計算値

せん断耐力(1288kN)

-1500

-1000

-500

0

500

1000

1500

-150 -100 -50 0 50 100 150

せ
ん
断
力
(k
N
)

中央変位(mm)

せん断耐力の計算値

せん断耐力(1456kN)

δで最大せん断力 1590kN を経験し，正側 4δ到達後の除

荷途中で斜めひび割れが圧縮側へ貫通すると同時に荷重

が急激に低下した．CASE6 試験体では，正側 1δに向か

う途中，せん断力 1214kN で斜めひび割れの発生と同時に

荷重が低下した．その後，負側 1δに向かう載荷において

は荷重の低下が確認されなかったが，次の正側 2δに向か

う途中でひび割れ幅が拡大し，1288kN をピークに荷重が

徐々に低下した．CASE7 試験体では， 1δ終了時点にお

いて曲げひび割れが斜めに進展し，一部のせん断補強鉄

筋が降伏しているもののひび割れ幅は比較的小さかった．

その後，正側 2δに向かう途中で徐々にひび割れ幅が拡大

し，1456kN をピークに斜めひび割れが圧縮側へ貫通し，

荷重が急激に低下した．これらより，スパイラルアンカ

ーによって補強することにより，せん断ひび割れが発生

してもせん断補強鉄筋が荷重を負担してその進展を抑制

し，耐力を維持できることが確認された． 

 

3.2 せん断補強鉄筋のひずみ 

 図-6～11 に各試験体の終局せん断耐力時におけるせん

断補強鉄筋のひずみ分布を示す．図中にはスパイラルア

ンカーによってあと施工したせん断補強鉄筋の位置を併

せて示す．なお，せん断補強鉄筋のひずみ分布において，

ひずみゲージの損傷（ゲージの剥がれやリード線の断線

等）により計測不能となった箇所の値については，計測

された範囲における最大の値を示している．せん断補強

鉄筋のひずみ分布は，せん断ひび割れが発生している箇

所のせん断補強鉄筋において大きなひずみが計測されて

おり，せん断ひび割れを架橋するせん断補強鉄筋が大き

なせん断耐力を負担していることがわかる．また，せん

断補強筋のひずみ挙動は，せん断力が大きくなるにした

がって増加しており，最大荷重もしくはそれに近い荷重

を経験するタイミングで複数のせん断補強鉄筋に規格降

伏強度に相当する降伏ひずみが発生している．つまり，

スパイラルアンカーによって施工したせん断補強鉄筋が

せん断ひび割れを架橋することにより規格降伏強度相当

以上のせん断力を伝達できることが確認された．したが

って，スパイラルアンカーによって補強後のせん断耐力

は一般的な梁と同様に，土木学会コンクリート標準示方

書【設計編】によるトラス理論 3）に基づいて評価できる

と考えられる． 

 

4. せん断補強効果の検証 

4.1 本工法のせん断補強設計の考え方 

 土木学会コンクリート標準示方書【設計編】によると，

棒部材のせん断耐力 Vy は修正トラス理論に基づき以下の

式[1]によって求められる． 

scy VVV      [１] 

ここで，
cV ：せん断補強筋を用いない棒部材のせん断耐

力 



 

 

 

 
図-6 終局せん断耐力時におけるせん断補強鉄筋のひずみ分布（CASE2/S16） 

 

 

 
図-7 終局せん断耐力時におけるせん断補強鉄筋のひずみ分布（CASE3/S29） 

（せん断補強鉄筋は千鳥配置され，側面から見て手前側に配置された鉄筋を黒塗り，奥側の鉄筋を白抜きで表記．以下同様．） 

 

 
図-8 終局せん断耐力時におけるせん断補強鉄筋のひずみ分布（CASE4/S29H） 

0

500

1000

1500

2000

2500

040080012001600200024002800

せ
ん
断
補
強
筋
ひ
ず
み
（
×
10

-6
）

計測位置（載荷点からの距離）（mm）

規格降伏強度に対する

降伏ひずみ:1817×10-6

S1 S2
S3

S4

S5

S6 S7

S8
S9 S10 S11

S12

S13

0

500

1000

1500

2000

2500

0 400 800 1200 1600 2000 2400 2800

せ
ん
断
補
強
筋
ひ
ず
み
（
×
10

-6
）

計測位置（載荷点からの距離）（mm）

規格降伏強度に対する

降伏ひずみ:1817×10-6

N1

N2
N3

N4

N5

N6

N7

N8

N9

N10
N11

N12 N13

0

500

1000

1500

2000

2500

040080012001600200024002800

せ
ん
断
補
強
筋
ひ
ず
み
（
×
10

-6
）

計測位置（載荷点からの距離）（mm）

規格降伏強度に対する

降伏ひずみ:1766×10-6

S1

S2

S3

S4

S5

S6

S7

S8

S9
S10

S11

S12

S13
S14

0

500

1000

1500

2000

2500

0 400 800 1200 1600 2000 2400 2800

せ
ん
断
補
強
筋
ひ
ず
み
（
×
10

-6
）

計測位置（載荷点からの距離）（mm）

規格降伏強度に対する

降伏ひずみ:1766×10-6

Ｎ1

Ｎ2

Ｎ3

Ｎ4

Ｎ5

N6 N7

N8
N9

N10

N11
N12

N13

N14

0

500

1000

1500

2000

2500

040080012001600200024002800

せ
ん
断
補
強
筋
ひ
ず
み
（
×
10

-6
）

計測位置（載荷点からの距離）（mm）

規格降伏強度に対する

降伏ひずみ:1787×10-6

S1

S2
S3 S4

S5
S6

S7 S8

S9

S10

S11

S12

S13 S14

0

500

1000

1500

2000

2500

0 400 800 1200 1600 2000 2400 2800

せ
ん
断
補
強
筋
ひ
ず
み
（
×
10

-6
）

計測位置（載荷点からの距離）（mm）

規格降伏強度に対する

降伏ひずみ:1787×10-6

N1

N2

N3

N4

N5

N6

N7

N8 N9 N10

N12
N13

N14



 

 

 

 
図-9 終局せん断耐力時におけるせん断補強鉄筋のひずみ分布（CASE5/T16） 

 

 

 
図-10 終局せん断耐力時におけるせん断補強鉄筋のひずみ分布（CASE6/T29） 

 

 

 
図-11 終局せん断耐力時におけるせん断補強鉄筋のひずみ分布（CASE7/T29H） 
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sV ：せん断補強鋼材により受け持たれるせん断

耐力 

 スパイラルランカーは既存構造物に対して後からせん

断補強を施すため，式[1]に示される通常の標準フックを

想定した棒部材の設計せん断耐力式において，せん断補

強鉄筋が負担するせん断力をすべて見込むことは難しい．

そこで，あと施工であるスパイラルアンカーは，アルカ

リ骨材反応によるコンクリートの膨張により折曲部で破

断したスターラップと形状的に類似しており，同様の評

価が可能と考え，折曲部で破断したスターラップが負担

するせん断補強効果に関する評価方法 4）に準じて，スパ

イラルアンカーによるせん断補強効果を評価した． 

 折曲部で破断したスターラップが負担するせん断補強

効果に関する評価方法によると，図-12 のように斜めひび

割れに交差するせん断補強鉄筋を考えたとき，斜めひび

割れが破断位置にある場合はそのせん断補強鉄筋は応力

を負担することができない．そのため，破断位置から定

着長さ ly 以下の範囲に斜めひび割れがあるせん断補強鉄

筋は，ある程度のせん断力は負担できるが定着性能が低

下しているため，負担できるせん断力が低下する．一方，

破断位置から定着長さ ly だけ離れたせん断補強鉄筋の位

置では，付着により十分な定着性能が確保されていると

判断され，降伏強度相当のせん断力を負担することがで

きる．その場合について，せん断ひび割れからのせん断

補強鉄筋の定着長に従って負担できるせん断力を線形と

仮定したのが図-12 に示す概念図である．この仮定によれ

ば，破断した鉄筋の平均化した負担応力の低下率は次式

で表すことができる． 

  yldd 4
 

if   dd  ≦
yl2      [2] 

 ddly 1  if   dd  ＞
yl2      [3] 

ここで， ：破断した鉄筋の平均化した応力低下率 

d ：圧縮縁から引張鉄筋までの有効高さ 

 d ：圧縮縁から圧縮鉄筋までの距離 

 
yl ：定着長 

 一部のせん断補強鉄筋のみが破断している場合には，

その破断割合を考慮すると，破断したせん断補強鉄筋を

含む有効せん断補強効果割合は次式となる． 

   1     [4] 

ここで，  ：破断したせん断補強鉄筋を含む有効せん断 

補強効果割合 

  ：破断割合 

すなわち，すべてのせん断補強鉄筋が有効であるとし

て，トラス理論に基づきコンクリート標準示方書式で算

出したせん断補強鉄筋が負担するせん断耐力分に有効せ

ん断補強効果割合を乗じることにより，破断により定着

不良であるものを含むせん断補強鉄筋のせん断耐力負担

分を評価することができる． 

ここで，スパイラルアンカーの適用部材における主鉄

筋間隔が 2ly以上であるとすると，スパイラルアンカーを

用いたせん断補強鉄筋の応力低下率の算出では式［3］

を基本とすることができる．また，式［4］においてあと

施工のせん断補強鉄筋はすべて両端からの定着長により

定着されることから＝1 とすると，スパイラルアンカー

を用いたせん断補強の有効率awは式［5］により算出する

ことができる．ただし，既往の実験により確認されたβaw

は最大値が 0.81 であったため，安全側の配慮として上限

値を 0.81 としている． 

 ddl yaw  1
 [5] 

ただし，   yldd 2 ， 81.0aw  

一方，本実験においてスパイラルアンカーによるせん

断補強鉄筋の埋め込み深さは孔底側既設主鉄筋の手前ま

で（スパイラルアンカーによって施工したせん断補強鉄

筋の先端まで）としているため，同主鉄筋の図心位置と

した図-12 に示される有効高さの取り方について変更する．

孔底側の主鉄筋図心から同主鉄筋手前までの距離 d’’を差

し引くことにより有効率を考えると，せん断補強鉄筋の

応力負担分布は図-13 に示すようになり，次式により表す

ことができる． 

 "1 dddl yaw 
  [6] 

 

 
図-12 斜めひび割れ内の破断したせん断補強鉄筋の 

応力負担分布 

 
図-13 埋め込み先端位置の変更を反映したせん断補強 

鉄筋の応力負担分布 
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ただし，   ylddd 2  

ここで， "d ：孔底側主鉄筋図心からスパイラルアン 

カーによって施工したせん断補強鉄筋の 

先端までの距離 

 以上の考え方にスパイラルアンカーを用いたせん断補

強鉄筋の定着性能を適用することにより，スパイラルア

ンカーを用いたせん断補強鉄筋のせん断補強効果を評価

する． 

 

4.2 実験結果に基づくスパイラルアンカーのせん断

補強効果 

 梁試験体を用いた正負交番載荷実験によって得られた

実験結果について，上記の考え方に基づいてスパイラル

アンカーによるせん断耐力の有効率aw を評価する．スパ

イラルアンカーによってあと施工されたせん断補強鉄筋

によって負担されるせん断耐力 Vspa は式［7］に示すよう

に，梁試験体の載荷実験によって求められたせん断耐力

Vy_exp からコンクリートのみにより受け持つせん断耐力

Vc_cal を差し引いて求められる．そして，スパイラルアン

カーによるせん断耐力の有効率βaw の実験値は，あと施

工によるせん断補強鉄筋を通常のせん断補強鉄筋と見な

して求められるせん断耐力負担分 Vs_cal に対する有効率で

表すことができ，式［8］のように評価することができる． 

calcyspa VVV _exp_      [7] 

calsspaaw VV _exp_      [8] 

ここで，
spaV ：スパイラルアンカーによって負担されるせ

ん断耐力 

exp_yV ：実験で得られた試験体のせん断耐力 

calcV _
：実験時のコンクリート強度に基づくせん

断補強筋なしのせん断耐力 

calsV _
：あと施工によるせん断補強鉄筋を通常の

せん断補強鉄筋と見なした場合の，せん断

補強鉄筋によって負担されるせん断耐力の

計算値 

 

exp_aw ：スパイラルアンカーのせん断耐力の補強

効果を示す有効率の実験値 

 表-2 に各試験体の実験結果と土木学会コンクリート標

準示方書【設計編】に基づいて算出した式[1]によるせん

断耐力の計算値を示す．計算値はすべてコンクリート標

準示方書に示される算出式の安全係数を全て 1.0 として

算出し，せん断補強鉄筋によって負担されるせん断耐力

Vs_cal は規格降伏強度を用いて算出した．さらに，実験に

より得られた Vy_exp と式[1]により求めた Vc_cal1 により式

[7]を用いて Vspa を求め，Vspa と Vs_cal により式[8]を用い

βaw_exp を求めた．最後に，既往のスパイラルアンカーの

ly（＝4.5D）を用いてβaw_calとせん断耐力 Vy_cal2 を計算し

た．以上の値を表-2に示した． 

 実験結果から得られるβaw_exp は S タイプの S29H を除

いてすべて上限値 0.81 を上回っており，上限値の S29 と

T16 においては 1.0 をも上回っている．以上のことから，

βaw の上限値を設ける必要性はないことが示唆されてい

ると言える． 

図-14 に，各試験体のせん断耐力の実験値 Vy_exp と既往

のスパイラルアンカーの ly を用いて算出したせん断耐力

の計算値 Vy_cal2 の比較を示す． 

T タイプの Vy_exp は 3 体すべてにおいて Vy_cal2を上回っ

たことから，T タイプの lyは仮に設定した ly=4.5D と同等

であると考えられる．これにより，鉄筋径においては

 
図-14 せん断耐力の実験値と設計値の比較 

表-2 有効率の実験結果と計算値の比較 
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D16 から D29 まで，鋼種においては SD390 までが同一の

せん断耐力算定手法で評価できることが示唆された． 

S タイプの Vy_exp は S16 と S29H において Vy_cal2を下回

った．このことから，S タイプの ly は仮に設定した

ly=4.5D よりも大きい値が必要であると考えられる．ただ

し，ly を適切に設定することにより T タイプと同様に鉄

筋径および鋼種に対して適用範囲が拡大できるものと考

えられる． 

今後は，T タイプおよび S タイプのスパイラルアンカ

ーの引抜試験結果をさらに詳細に検討することにより，

せん断耐力算定に用いる lyを設定する予定である． 

 

6．まとめ 

スパイラルアンカーは供用中のコンクリート構造物に

対し，あと施工でせん断補強を行う工法である．本研究

ではスパイラルアンカーの適用範囲拡大および施工性向

上を目的として，せん断補強鉄筋の端部形状や鉄筋径，

鋼種を変えた場合のせん断補強性能を評価するために，

梁試験体を用いて載荷実験を行った．本実験において得

られた知見を以下に記す． 

・スパイラルアンカーによって施工したせん断補強鉄筋

は，せん断ひび割れを架橋するせん断補強鉄筋におい

て大きなせん断耐力を負担し，規格降伏強度相当以上

のせん断力を負担することを確認した． 

・スパイラルアンカーによるせん断補強効果は，トラス

理論に基づいて通常のせん断補強鉄筋とみなして計算

されるせん断耐力式に有効率を乗じることにより評価

できることを確認した． 

・その有効率は，せん断補強鉄筋の埋め込み先端位置や

端部形状の違いを考慮した必要定着長を設定すること

により適切に評価できるが，T タイプにおいては定着

長を鉄筋径の 4.5 倍程度に設定することにより，鉄筋径

においては D16 から D29 まで，鋼種においては SD390

までが同一のせん断耐力算定手法で評価できることが

示唆された． 

・S タイプの有効率の算定には，補強筋径の 4.5 倍以上の

値に設定する必要があることが確認された． 

・今後は，T タイプおよび S タイプのスパイラルアンカ

ーの引抜試験結果をさらに詳細に検討することにより，

せん断耐力算定に用いる lyを設定する予定である． 
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